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（2） 業種別算定料率の廃止
　　現行法では、大企業、中小企業、原則、卸売
業、小売業それぞれの組み合わせにより課徴
金の算定料率が異なっています。しかし現状は
会社実態に沿わない算定料率しか適用できな
いケースもあり、問題視されていました。

　　そこで、改正法は、業種による算定料率制度
を廃止し、大企業については一律１０％を基本
税率としました。また、４％の中小企業算定率が
適用されるのは大企業の子会社では無いこと
など実質的な要件が加わりました。

（3） 算定期間の延長
　　現行法における課徴金算定期間は、違反行
為終了から遡って最長で３年までとされており、ま
た除斥期間も５年とされていました。しかし、アン
ケートによれば違反行為期間は平均で４年以上
であったことから期間の見直しがなされました。

　　改正法では、課徴金算定期間を、立ち入り検
査等の強制調査の処分日、犯則調査の臨検等
の処分日または事前通知日から最長１０年間遡
らせることが出来ることとし、除斥期間も７年に
延長しました。

3　課徴金減免制度の見直し
（１） 現行法の問題点
　　現行法においては、課徴金減免制度の適用
を受けることができる事業者は図表１の通りとな
っており、適用順位外となった事業者は、公正取
引委員会の調査に協力しても一切減免を受け
られず、積極的に調査に協力するインセンティブ
が生じにくいという問題や、反対に適用順位内
に申請できた事業者は、失格にならない限り積
極的に調査に協力しなくても権利を失わないと
いう問題がありました。

（2） 申請者数の上限撤廃と実態解明への協力 
　度合いに応じた減算率の導入

　　そこで改正法は、申請順位に応じた減免率を
変更すると共に、減免の適用を受ける事業者の
数を限定しないこと、公正取引委員会の実態解
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明調査に協力した度合いによって減算率を付加させることに
しました。基本的な数字は図表２のとおりです。
　　公正取引委員会と事業者との間で協力の内容と減算率の
付加についてあらかじめ協議し、それに従って事業者が合意
内容を実行するという制度です。具体的な減算率の考慮要
素等については、改正法施行までにガイドラインの整備がなさ
れる予定です。

4　弁護士・依頼者間秘匿特権の（限定的）導入
（１） 改正に伴う制度整備
　　これまで述べたとおり、今回の改正は課徴金の額が大きくな
る要素を含んでおり、事業者にとっては疑わしい事実に接した
ときに真実発見のための調査や方針について弁護士に相談
するニーズが高まると思われます。弁護士との協議・意見交換
等を実効性のあるものにして適切な対応を確保するためには、
協議された内容が秘密として保護されることが必要です。経
済界や弁護士会は、海外と同様に事業者と弁護士との検討
協議内容については秘密として保護する制度が必要であると
して、いろいろ意見を発表してきました。
　　今回の独占禁止法改正において、この点は直接に法律に
盛り込むことはされませんでしたが、不当な取引制限の行政
調査手続のみを対象として、弁護士への相談のための通信を
保護する制度（以下「本制度」といいます。）を、独占禁止法７
６条に基づく規則、指針等によって整備することとされました。

（2） 本制度の要件
　　本制度による保護を受けるための要件は、次のようになって
います。

　　①提出命令を受けたときに、事業者が本制度の取扱いを求
　　めること

　　②適切な保管がされていること
　　③提出命令後、一定期間内に、文書ごとに作成日時、作成
　　者、共有者の氏名、物件の属性と概要等を記載した文書
　　（ログ）を提出すること

　　④本制度の対象外の資料が含まれる場合、その内容を報
　　告すること

　　提出命令の対象文書は一旦持ち帰り、判別官が上記要件
を満たすと判断した文書は、審査官に渡されること無く事業者
に還付されます。
　　本制度で対象となる文書やメモの範囲、法律専門家の範
囲、判別手続の内容等については、公正取引委員会が平成３

１年３月１２日に公表した「事業者と弁護士との間で秘密に行
われた通信の取扱について」に述べられています。

第2　データの利活用と独占禁止法
1　データは事業者にとって宝の山
　　現代はＩｏＴ全盛時代とも言えるものであり、企業は膨大なデ
ータを知らないうちに入手できる環境にいます。この豊富なデ
ータをＡＩが持つ情報収集能力及び分析力を駆使することによ
り、企業は事業に利活用して多大な利益を上げることができる
のであり、この点に注目した企業の躍進が著しいこの頃です。

　　経済産業省はデータの利活用は我が国の経済発展に寄
与するものであると考えて、応援する態勢をとっており、平成３
０年６月１５日に「ＡＩ・データの利用に関する契約ガイドライン」
を策定しています。
　　また、データを利活用する権利を持ったものが経済社会に
おいて一定の力を持ち、事業活動に有利になるという面から、
公正取引委員会もこの分野に注目するようになりました。

2　データの利活用に関して考えられる独占禁止法による規律
　　価格データの交換はカルテルに結びつきやすく、データの集
中は優越的地位の濫用行為を誘引することになりかねず、プ
ラットフォーマーによるデータ独占は、一定分野における寡占・
独占が生じやすく、契約条件の一方的押しつけ、変更、サービ
スの押し付けや過剰なコスト負担が生じるのではないかとの
懸念を抱かせます。公正取引委員会は、令和元年８月２９日に、
プラットフォーマーと個人情報等を提供する消費者の取引に
おける優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方の
案を公表しました。

　　この案においては、利用目的を知らせずに個人情報を取得
したり、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、消費者の意に
反して個人情報を取得・利用する行為等は、優越的地位の濫
用となる旨が明示されています。したがってデータ収集に当た
ってはできる限り個人情報を除外するように留意しましょう。利
活用の場面においても個人情報がデータ内に存すると厳しい
要件の遵守が必要になってきます。

　　また、公正取引員会・競争政策研究センターは、令和元年７
月１０日に『「業務提携に関する検討会」報告書について』を
公表しました。業務提携の重要性を認識する一方で、業務提
携は、データの共同収集や共同利活用の活発化をもたらし、
データの不当な収集、囲い込みに繋がるなど、競争制限的な
効果を持つ場合もあると述べています。事案によっては、不当
な取引制限、私的独占、取引拒絶、不公正な取引方法に該当
する可能性があるとされています。

第3　おわりに
　　独占禁止法は決して一部の者達のみに関係する法律では
無く、事業を営む上で常に念頭に置いておきたい法律です。
時代の変化に即して法改正がなされ、ガイドラインが次々に発
表されていきますので、参考になさってください。

はじめに
　　近年議論がなされてきた独占禁止法の改正
案が、令和元年６月１９日に可決成立しました。今
回の改正の主なポイントは、①課徴金制度の見
直し、②課徴金減免制度の見直し、③弁護士・依
頼者間秘匿特権の（限定的）導入の３点です。

　　また、最近多くの事業者が注目している「デー
タの利活用」に関しても公正取引委員会は研
究会を設置して検討をすすめており、データの
利活用を考えている企業は、独占禁止法の面
からの検討も避けて通れません。

　　独占禁止法関係でぜひ知っておいていただ
きたい最新情報をお届けします。

第1　令和元年改正独占禁止法について
1　はじめに
　　近年、独占禁止法の特に課徴金関連規定の
改正について経済界をはじめとして議論がなさ
れてきましたが、本年６月に改正法が成立しまし
た。改正点はいろいろありますが、本稿では課
徴金関係を取り上げてご説明します。この部分
は令和２年１２月２５日までの間に施行されます。

2　課徴金制度の見直し
（１） 課徴金算定基礎の範囲の拡大
　　現行法は課徴金の算定基礎を対象商品や
役務の売上額においていることから、例えばカ
ルテルに参加した違反事業者自身が直接違反
商品を販売せず、そのグループ会社内の子会
社等が販売していた場合には、売上が無い違
反事業者には課徴金が課されることはありませ
んでした。

　　そこで、改正法は、違反事業者が直接違反
商品を販売しない場合であっても、違反事業者
から指示や情報を受けた一定のグループ企業
（完全子会社等）の売上額など違反行為によっ
て不当利得が生じている場合の当該金額につ
いて、違反事業者に対する課徴金の算定基礎
としました。
　　また、入札談合に参加した違反事業者やそ
のグループ会社内の完全子会社等が、入札に
より受注を受けた事業者より当該受注工事の業
務等について下請受注したことにより発生した
売上額についても、違反事業者に対する課徴
金の算定基礎としました。

　　このように、課徴金算定の基礎となる取引の
範囲が拡大しました。
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調査開始日 申請順位 申請順位に応じた減免率
１位 　　　全額免除
２位 50％
３～５位 30％
６位以下 0％
最大３社※注 30％
上記以外 0％

より前

以後
※注　調査開始日より前と合わせて５位以内

【図表１】
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（2） 業種別算定料率の廃止
　　現行法では、大企業、中小企業、原則、卸売
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金の算定料率が異なっています。しかし現状は
会社実態に沿わない算定料率しか適用できな
いケースもあり、問題視されていました。

　　そこで、改正法は、業種による算定料率制度
を廃止し、大企業については一律１０％を基本
税率としました。また、４％の中小企業算定率が
適用されるのは大企業の子会社では無いこと
など実質的な要件が加わりました。

（3） 算定期間の延長
　　現行法における課徴金算定期間は、違反行
為終了から遡って最長で３年までとされており、ま
た除斥期間も５年とされていました。しかし、アン
ケートによれば違反行為期間は平均で４年以上
であったことから期間の見直しがなされました。

　　改正法では、課徴金算定期間を、立ち入り検
査等の強制調査の処分日、犯則調査の臨検等
の処分日または事前通知日から最長１０年間遡
らせることが出来ることとし、除斥期間も７年に
延長しました。

3　課徴金減免制度の見直し
（１） 現行法の問題点
　　現行法においては、課徴金減免制度の適用
を受けることができる事業者は図表１の通りとな
っており、適用順位外となった事業者は、公正取
引委員会の調査に協力しても一切減免を受け
られず、積極的に調査に協力するインセンティブ
が生じにくいという問題や、反対に適用順位内
に申請できた事業者は、失格にならない限り積
極的に調査に協力しなくても権利を失わないと
いう問題がありました。

（2） 申請者数の上限撤廃と実態解明への協力 
　度合いに応じた減算率の導入

　　そこで改正法は、申請順位に応じた減免率を
変更すると共に、減免の適用を受ける事業者の
数を限定しないこと、公正取引委員会の実態解
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保護する制度（以下「本制度」といいます。）を、独占禁止法７
６条に基づく規則、指針等によって整備することとされました。

（2） 本制度の要件
　　本制度による保護を受けるための要件は、次のようになって
います。

　　①提出命令を受けたときに、事業者が本制度の取扱いを求
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　　②適切な保管がされていること
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　　価格データの交換はカルテルに結びつきやすく、データの集
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おける優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方の
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　　この案においては、利用目的を知らせずに個人情報を取得
したり、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、消費者の意に
反して個人情報を取得・利用する行為等は、優越的地位の濫
用となる旨が明示されています。したがってデータ収集に当た
ってはできる限り個人情報を除外するように留意しましょう。利
活用の場面においても個人情報がデータ内に存すると厳しい
要件の遵守が必要になってきます。

　　また、公正取引員会・競争政策研究センターは、令和元年７
月１０日に『「業務提携に関する検討会」報告書について』を
公表しました。業務提携の重要性を認識する一方で、業務提
携は、データの共同収集や共同利活用の活発化をもたらし、
データの不当な収集、囲い込みに繋がるなど、競争制限的な
効果を持つ場合もあると述べています。事案によっては、不当
な取引制限、私的独占、取引拒絶、不公正な取引方法に該当
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第3　おわりに
　　独占禁止法は決して一部の者達のみに関係する法律では
無く、事業を営む上で常に念頭に置いておきたい法律です。
時代の変化に即して法改正がなされ、ガイドラインが次々に発
表されていきますので、参考になさってください。

はじめに
　　近年議論がなされてきた独占禁止法の改正
案が、令和元年６月１９日に可決成立しました。今
回の改正の主なポイントは、①課徴金制度の見
直し、②課徴金減免制度の見直し、③弁護士・依
頼者間秘匿特権の（限定的）導入の３点です。

　　また、最近多くの事業者が注目している「デー
タの利活用」に関しても公正取引委員会は研
究会を設置して検討をすすめており、データの
利活用を考えている企業は、独占禁止法の面
からの検討も避けて通れません。

　　独占禁止法関係でぜひ知っておいていただ
きたい最新情報をお届けします。

第1　令和元年改正独占禁止法について
1　はじめに
　　近年、独占禁止法の特に課徴金関連規定の
改正について経済界をはじめとして議論がなさ
れてきましたが、本年６月に改正法が成立しまし
た。改正点はいろいろありますが、本稿では課
徴金関係を取り上げてご説明します。この部分
は令和２年１２月２５日までの間に施行されます。

2　課徴金制度の見直し
（１） 課徴金算定基礎の範囲の拡大
　　現行法は課徴金の算定基礎を対象商品や
役務の売上額においていることから、例えばカ
ルテルに参加した違反事業者自身が直接違反
商品を販売せず、そのグループ会社内の子会
社等が販売していた場合には、売上が無い違
反事業者には課徴金が課されることはありませ
んでした。

　　そこで、改正法は、違反事業者が直接違反
商品を販売しない場合であっても、違反事業者
から指示や情報を受けた一定のグループ企業
（完全子会社等）の売上額など違反行為によっ
て不当利得が生じている場合の当該金額につ
いて、違反事業者に対する課徴金の算定基礎
としました。
　　また、入札談合に参加した違反事業者やそ
のグループ会社内の完全子会社等が、入札に
より受注を受けた事業者より当該受注工事の業
務等について下請受注したことにより発生した
売上額についても、違反事業者に対する課徴
金の算定基礎としました。

　　このように、課徴金算定の基礎となる取引の
範囲が拡大しました。

＋最大40%

＋最大20%

調査開始日 申請順位 申請順位に応じた減免率 協力度合に応じた減算率
１位 全額免除
２位 20％
３～５位 10％
６位以下 0％
最大３社※注 10％
上記以外 5％

より前

以後
※注　調査開始日より前と合わせて５位以内

【図表２】
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